
●農業者だけでなく、国民への説明や情報公開が極め
て不十分。

●TPP協定批准により、食料自給
率がますます落ち込んで、国力

が低下する懸念がある。

請願・意見書審査報告 産業経済常任委員会

国民の食と暮らしの安全を
請願第5号

TPP協定を国会で批准しないことを求める請願

意見書第5号
TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）批准反対に関する意見書

　通常国会に示した交渉過程の資料は、タイトルと日付以外はすべて黒塗というものでした。国民への説明や
情報公開は極めて不十分です。
協定内容も問題です。米麦での輸入枠拡大、牛・豚肉での関税引き下げなど重要農産品5品目の全てで大
幅譲歩し、重要5品目の3割、その他農産品98％の関税撤廃に合意しています。これは「農林水産分野の重要
5品目などの聖域の確保を最優先し、それが確保できないと判断した場合は、脱退も辞さないものとする」
（2013年4月18日～19日衆参農林水産委員会）との国会決議に明らかに違反しています。

質疑討論はありませんでした。  
 賛成多数で採択

請願者（滋賀県農民組合連合会会長）の意見
●遺伝子組み換えなどによる健康被害への不安がある。
●重要農産品5品目である、米・麦の輸入拡大や牛
肉・豚肉の関税引き上げなどの大幅な譲歩に違反し

ている。

●本市議会3月定例会において、十分な説明と情報開
示を求める意見書を提出した。日本が交渉をリードし、

国益に叶う結果を得て経済成長となるよう期待して

請願に反対。

●情報公開が不足しているし、食の安全の観点からも請
願に賛成。

委員からの意見
●自給率39％から、さらに降下することはあきらかであり、
食料の安全保障が心配である。請願に賛成。

●国会では黒塗りの資料の提出で、審議が進んでいな
い。5品目の聖域確保が不可能と判断でき、国会決議

に違反しているので請願に賛成。

  賛成多数で採択

総務常任委員会

行政区自治交付金事業

事業費　3,224万円
地域まちづくり協議会交付金事業

事業費　1,274万3千円
まちづくりセンター指定管理事業

事業費　6,390万7千円
判定結果など 判定結果など 判定結果など

●市実施／内容・規模見直し
　市実施／手法見直し
湖南市行政区自治交付金交付

要綱第3条にあるゴミステーションの

新設や消火栓器具などの新設は、

自治交付金事業ではなく別事業と

して市が行うべき事業と考える（維

持管理は除く）。また、敬老会事業

は、出席者、欠席者ともに平等に権

利を有するものであるため、できる限

りの配慮を行うこと。

●市実施／現行通り、拡大
まず、前年度の事業評価に対する

対応がなされていない。今回の評価

は地域まちづくり協議会活動が盛ん

に行われている現状に混乱を生じさ

せないために、ほぼ現行どおりの評

価としているが、湖南市地域まちづ

くり協議会条例第4条にあるように

協議会の役割を活動の主とし、区、

自治会の役割とは明確に住み分け

する必要がある。また、協議会の組

織は区、自治会の役員を主とするも

のではなく、法人及び各種団体との

連携も強化し、本来の組織化に努め

ること。

●市実施／手法見直し
出張所庶務における文書の受け

渡しは、湖南市出張所庶務規則第

3条「出張所で預かった文書及び物

件は、本庁へ受け渡しするものとす

る」に従って実施すべきであり、指定

管理化に伴う住民サービス低下で

はなく住民サービス向上につながる

よう取り組むべきである。個人情報

の取り扱いや秘密の取り扱いなど安

全面に問題が生じる場合は、規則の

見直しを図り、取り扱えるもの、扱え

ないものなどを例に挙げ、明確化し

たうえで住民に周知を行うこと。ま

た、センター長業務に対する負担の

配慮や業務研修な

どのバックアップ体

制の充実を求める。

福祉教育常任委員会 産業経済常任委員会

特定健診事業

事業費　5,420万4千円
学校図書館支援センター推進事業

事業費　593万3千円
公園維持管理事業

事業費　4,848万8千円
判定結果など 判定結果など 判定結果など

●市実施／現行通り、拡大
市民の命と健康を守り、医療費の

削減を図る大切な事業である。

◆今後の課題
・健診率向上のため、市民が気軽
に受診できる方法の工夫（会場を

増やす、コンビニやイベント会場の

活用など）

・重症化予防のための積極的支援
・国の予算的裏付けが必要

●市実施／内容・規模見直し
読書離れの傾向にある現在、子ど

もたちに「読書に親しみ、読書の楽し

さを習慣づける」とともに、学習の基

礎となる読解力を身に着け、学力向

上をめざす重要な事業である。徐々

に効果も出てきている。

◆今後の課題
・「学校図書館図書標準」の達成率
を46.1％へ改善（現在30.7％）

・図書購入費の増額
・司書の常勤化
・教員や児童生徒が操作しやすいシ
ステムへの改善

・図書を身近に感じられるような取り
組みの拡大

・義務教育の一環として
国の交付金事業の活用

●市実施／現行通り、拡大
○都市公園…運営を委託しているも
のだが、高齢者の健康増進を目的とし

たグラウンドゴルフ利用者などからの

要望の声も多く、夏と冬の開園時間は

考慮すべき。

○地域ふれあい公園…子どものいる
世帯にとって地域ふれあい公園の環

境や遊具の安全性は重要な問題であ

る。また、市内に引っ越しを考える世代

にとっても重要なポイントでもある。平

成28年度より遊具の安全を確認でき

るようにプラスチック製プレートに交換

するなどの工夫は評価に値する。子ど

もの安全安心をさらに進めるためにも

個別の遊具などの安全を確認できる

よう台帳の作成と地

域の台帳保管と安全

確認が必要である。

事務事業評価
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